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株主の皆様へ

小売台数の拡大が増益に寄与―さらなる成長に向け
　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　2018年2月期第2四半期連結累計期間（2017年3月1日〜2017年8月31
日）の連結業績は、売上高135,468百万円、営業利益は2,528百万円となり
ました。当第2四半期連結累計期間の主要な取り組みと状況についてご説明
いたします。

　当第2四半期連結累計期間の小売台数は、前年同期比38.7％増の62,979
台となりました。展示販売店舗の出店による効果に加えて、従来の買取中心
のガリバー店舗でも小売を強化する取り組みを行ったことが寄与しました。

ガリバー店舗では、これまでも買取だけでなく、画像販売システム「ドル
フィネット」を使った小売も手掛けてきましたが、今回、展示販売を行う取
り組みを開始しました。これにより小売台数は計画を上回るペースで進捗
しています。
　新規出店は概ね計画通り進捗しています。現在の出店チャネルは、多様な
車を取り扱い、特に地方で成功している「OUTLET（アウトレット）」店舗の
割合が高くなっていますが、外車専門チャネルの「LIBERALA(リベラーラ)」
も高知県と長野県で出店した他、鳥取県ではショッピングセンター内に

「LIBERALA」ブランドの店舗を出店しました。今後も出店を継続し、中期の
成長戦略の主軸である小売の拡大をさらに進めてまいります。

　西オーストラリアでマルチブランドの新車ディーラーを経営する連結子
会社Buick Holdingsは市場環境の影響を受け、減益要因となりました。鉄鉱
石等の天然資源の生産が主要な産業である西オーストラリアでは、近年の
資源価格の下落を背景に経済状況が低迷しました。新車市場もこの影響を
受け、厳しい環境が想定よりも長期化しました。この状況を鑑み、当第2四半
期においては固定費の削減等、抜本的な収益構造の改善に努めました。下期
においてはこの効果が貢献することを想定しています。

小売台数は順調に推移
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　2016年7月に社名をIDOM（「挑む」）に変更してから一年が経過しました。
市場環境に左右される等の課題に直面した一方で、さらなる成長にむけて
挑戦した一年であったと思います。とくに、中期の目標として掲げた小売台
数年間16万台の実現には大きく近づいていると感じています。引き続き国
内の中古車市場での成長を目指すのはもちろん、新たな成長のための布石
を打って参ります。
　今年の5月には、経済産業省と東京証券取引所が共同で実施する「攻めの
IT経営銘柄2017」に選定されました。IT活用の取り組みも成長を支える重
要な力として、今後も積極的に推進していきたいと思っています。
　今、自動車業界は、電気自動車、シェアリングエコノミー、コネクテッド
カー、自動運転等々、自動車に関する新しい価値や技術が生み出され、注目
されています。当社もこういった変化を、全国に広がる拠点があるからこそ
将来の成長機会として取り込んでいけるのではないかと考えています。試
行中の新しいサービスである、「NOREL」（中古車を月額定額料金で貸し出
すサービス）や「ガリバーフリマ」（中古車のCtoCプラットフォーム）も、既
存の事業とインフラがある当社だからこそできるビジネスです。
　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援を賜りますよ
うお願い申し上げます。

豪州子会社は収益構造の改善へ

社名変更から1年

　従来は買取った車をプールセンターに保管し、2週間以内に中古
車オークションで売り切る「卸売」中心モデルでしたが、現在はこ
の在庫を展示販売店舗で販売する「小売」モデルを強化しています。
在庫管理を徹底し、中古車価格下落による在庫リスクを回避する
方針は変わりません。

IDOMのビジネスモデル

一般消費者 高級外車 外車 ワンボックス エコカー 軽自動車 低年式車
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代表取締役社長  羽鳥 由宇介
代表取締役社長  羽鳥 貴夫

出店を継続
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様々なコンセプトのクルマを提案する店舗

クルマを五感で感じ選ぶ高級外車・外車専門店

生活に彩りを与える軽自動車専門店

ファミリーカーに特化ミニバン専門店

自然とつながるSUV専門店

より価格をおさえたアウトレット店

ライフスタイルからクルマを提案する大型展示場

「おでかけ」を提案するライフスタイル店舗

輸入車正規新車ディーラー店舗BＭＷ/ＭIＮI
ディーラー

2018年2月期に新規出  店した直営店

幅広いニーズに対応したチャネルを展開。
さらなる出店により
中古車小売事業を拡大するとともに、
日本最大の店舗網を構築していきます。

北海道・東北
◦ガリバーアウトレット札幌白石店 北海道札幌市白石区本通16丁目北1-57  0120-691-790
◦ガリバーアウトレット一関店 岩手県一関市赤荻字月町193-2  0120-691-784
◦ガリバーアウトレット天童店 山形県天童市芳賀土地区画整理事業地内29街区1  0120-692-165

関東甲信越
◦ガリバーアウトレット254川越店 埼玉県川越市大字石田221-1  0120-691-985
◦ガリバーアウトレット熊谷店 埼玉県熊谷市石原347-8  0120-803-549
◦ガリバーアウトレット日立田尻店 茨城県日立市田尻町5-9-17  0120-691-973
◦ガリバーアウトレット水戸バイパス店 茨城県水戸市小吹町2133-1  0120-975-645
◦LIBERALA長野 長野県長野市大字西尾張部257-1  0120-975-754

関西・中国・四国
◦ガリバーアウトレット浅口金光店 岡山県浅口市金光町佐方230-1  0120-691-786
◦ガリバーアウトレット津山店 岡山県津山市二宮111-1  0120-691-986
◦LIBERALAイオンモール鳥取北 鳥取県鳥取市晩稲348 イオンモール鳥取北1階  0120-803-564
◦LIBERALA高知 高知県高知市北本町4-4-28  0120-975-632
◦ガリバー8号長浜店 滋賀県長浜市口分田町251-1  0120-692-164

九州・沖縄
◦ガリバーアウトレット208号大牟田店 福岡県大牟田市下白川町2-140  0120-691-976
◦ガリバーアウトレット3号南高江店 熊本県熊本市南区南高江3-2-100  0120-692-166
◦ガリバーミニクル延岡店 宮崎県延岡市平原町5-1492-32  0120-791-459
◦ガリバー飯塚店 福岡県飯塚市枝国字浦田236  0120-691-785

東海・北陸
◦ガリバーアウトレット136号三島店 静岡県三島市青木277-1  0120-975-750
◦ガリバーアウトレット8号高岡店 富山県高岡市北島165-1  0120-692-163
◦ガリバーアウトレット8号金沢店 石川県金沢市南新保町ﾆ-39  0120-692-167
◦ガリバー掛川店 静岡県掛川市大池706-1  0120-691-782
◦ガリバー黒部店 富山県黒部市三日市1627-1  0120-975-693

5店舗オープン

5店舗オープン

3店舗オープン

5店舗オープン

4店舗オープン

日本全国に広がる店舗網

クルマの査定、買取を中心にクルマの乗り換えをサポート

（2017年3月〜2017年8月）
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　当社は、2017年5月31日、経済産業省と東京証券取引所が共同で実施

する「攻めのIT経営銘柄2017」に選定されました。

　「攻めのIT経営銘柄」は、東京証券取引所の上場会社の中から、新たな価

値の創造、経営革新、収益水準・生産性の向上をもたらす積極的なIT活用

に取り組んでいる企業を評価するもので、今年は31銘柄が選定されまし

た。なお、当社が分類されている「卸売業」の業種では、「攻めのIT経営銘

柄」の選定が2015年に開始されて以降、大手商社に並び3社目の選定と

なりました。

　当社には常に新しい技術を積極的に導入する文化が根付いています。例

えば、現在も当社の事業を支える「ドルフィネット」（買取った車両が全国

の店舗で閲覧できる画像販売システム）は運用を開始した1998年当時は

全く新しい取り組みでした。最近では、中古車を月額定額料金で貸し出す

「NOREL」サービスや、中古車のＣtoＣプラットフォーム「ガリバーフリ

マ」等の新しいコンセプトのサービスが生み出されています。

　今後も新たな成長機会の創出や、生産性の向上等、様々な場面で積極的

にIT活用を進め、企業価値の向上を目指していきます。

「攻めのIT経営銘柄2017」に選出

決算ハイライト トピックス

「ドルフィネット」を使った商談風景
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連結貸借対照表（要約） 連結損益計算書（要約） 連結キャッシュ・フロー計算書（要約）（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

科　目 前会計年度末
（2017年2月28日）

当第2四半期末
（2017年8月31日）

資産の部
流動資産 63,765 73,284
現金及び預金 14,337 27,413
受取手形及び売掛金 4,655 4,690
商品 41,333 37,358
繰延税金資産 785 903
その他 2,717 2,970
貸倒引当金 △64 △52
固定資産 50,281 50,799
有形固定資産 22,033 22,357
無形固定資産 16,914 16,618
投資その他の資産 11,334 11,823
資産合計 114,047 124,083
負債の部
流動負債 29,483 27,212
買掛金 12,317 12,545
短期借入金 3,408 1,370
その他 13,758 13,297
固定負債 44,983 56,825
長期借入金 40,774 52,682
長期預り保証金 529 498
その他 3,680 3,645
負債合計 74,466 84,037
純資産の部
株主資本 38,063 38,576
資本金 4,157 4,157
資本剰余金 4,032 4,032
利益剰余金 33,821 34,334
自己株式 △3,947 △3,947
その他の包括利益累計額 578 670
為替換算調整勘定 578 670
新株予約権 5 7
非支配株主持分 934 790
純資産合計 39,581 40,046
負債純資産合計 114,047 124,083

科　目 前第2四半期累計
 （自 2016年3月1日　
　至 2016年8月31日）

当第2四半期累計
 （自 2017年3月1日　
　至 2017年8月31日）

売上高 124,244 135,468
売上原価 94,539 103,654
売上総利益 29,704 31,813
販売費及び一般管理費 27,532 29,285
営業利益 2,172 2,528
営業外収益 163 39
営業外費用 315 535
経常利益 2,020 2,032
特別利益 11 0
特別損失 242 156
税金等調整前四半期純利益 1,789 1,876
法人税、住民税及び事業税 820 1,080
法人税等調整額 △82 △175
四半期純利益 1,051 970
非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △51 △151
親会社株主に帰属する四半期純利益 1,102 1,121

科　目 前第2四半期累計
 （自 2016年3月1日　
　至 2016年8月31日）

当第2四半期累計
 （自 2017年3月1日　
　至 2017年8月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 389 6,329

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,793 △2,565

財務活動によるキャッシュ・フロー 15,354 9,298

現金及び現金同等物に係る換算差額 △41 13

現金及び現金同等物の増減額 10,909 13,076

現金及び現金同等物の期首残高 9,122 14,337

現金及び現金同等物の四半期末残高 20,031 27,413

※   株主通信に記載の財務諸表は要約版です。詳細につきましては、決算短信、
有価証券報告書／四半期報告書をご確認下さい。

資産の部
流動資産は商品が減少した一方で、現金及び預金の増加により
前期末比14.9％増加しました。固定資産は直営店の新規出店に
より建物及び構築物が増加したこと等により前期末比1.0％増
加しました。

負債の部
流動負債は短期借入金や未払金が減少したことを受け、前期末
比7.7％減少しました。固定負債は長期借入金が増加したこと
を主な要因として前期末比26.3％増加しました。

販売費及び一般管理費、営業利益
展示販売店舗の出店に伴う店舗運営費用の増加により、販売
費及び一般管理費は前年同期比6.4％増となりました。豪州子
会社が市場環境低迷の影響を受け減益となった一方で、国内
の小売が順調に推移した結果、営業利益は前年同期比16.4％
増となりました。



19,345千株
（18.10％）

■ 金融機関
5,480千株
（5.13％）

■ 自己名義株式

19,521千株
（18.26％）

■ 個人・その他
1,808千株
（1.69％）

■ 証券会社

28,270千株
（26.45％）

■ 国内法人他
32,462千株
（30.37％）

■ 外国法人等

所有者別株式構成比

2月末日
5月中
2月末日
8月31日
100株
7599
東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社
東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社
本店証券代行部

決 算 期
定 時 株 主 総 会
期末配当金株主確定日
第2四半期末配当金株主確定日
1 単 元 の 株 式 数
証 券 コ ー ド
株 主 名 簿 管 理 人

事 務 取 扱 場 所

商 号

設立年月日
資 本 金
決 算 期
従 業 員 数
業 務 内 容

連結子会社

発行可能株式総数
発行済株式総数
株 主 数

株式会社IDOM
（英文表記）IDOM Inc.
1994年10月25日
41億5,702万円
2月末日
3,339名（単体）
1. 自動車の販売事業
2. 自動車の買取事業
3. その他自動車流通に関わる事業
株式会社ジー・ワンファイナンシャルサービス
株式会社ガリバーインシュアランス
Gulliver USA, Inc.
Gulliver East, Inc.
東京マイカー販売株式会社
株式会社モトーレングローバル
株式会社モトーレングランツ
Gulliver Australia Holdings Pty Ltd.
Buick Holdings Pty Ltd.

………………………400,000,000株
………………………106,888,000株
……………………………… 6,666名

大 株 主
氏名又は名称 所有株式数 持株比率

株式会社フォワード 28,000千株 26.20%
NORTHERN TRUST CO.（AVFC） RE 
IEDU UCITS CLIENTS NON LENDING 
15 PCT TREATY ACCOUNT

7,837 7.33

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口） 6,868 6.43

羽鳥 裕介 5,400 5.05
羽鳥 貴夫 5,400 5.05
日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 4,229 3.96

BNP PARIBAS SECURITIES
SERVICES LUXEMBOURG JASDEC 
HENDERSON HHF SICAV

3,482 3.26

JP MORGAN CHASE BANK 385632 2,840 2.66
ML PRO SEGREGATION ACCOUNT 1,725 1.61
BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES 
LUXEMBOURG JASDEC FIM 
LUXEMBOURG FUNDS UCITS ASSETS

1,490 1.39

会社情報/株式の状況 （2017年8月31日現在）

未払配当金の支払い請求、支払明細等の発行に
関する手続き等のお手続き・お問い合わせ
みずほ信託銀行株式会社（株主名簿管理人）にご連絡下さい。
＜お問い合わせ先＞
〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL.0120-288-324（フリーダイヤル）
 

＜配当金お受取りに関するご留意事項＞
  配当金の口座振込をご指定いただいていない方は、払渡期間中に、「配
当金領収証」により、ゆうちょ銀行全国本支店及び出張所ならびに郵
便局でお受け取り下さい。払渡期間経過後は、みずほ信託銀行の本店
及び全国各支店でお受け取りいただけますが、当社定款第48条の定め
により、支払開始の日から満3年を経過しますとお支払いできなくなり
ますのでご注意下さい。

配当金受取り方法のご指定、住所変更、単元未満株式の
買取請求、相続に伴う手続き等のお手続き・お問い合わせ
⑴証券会社でお取引をされている株主様⇒  お取引のある証券会社
⑵特別口座に記録されている株主様⇒  特別口座管理機関　　

三井住友信託銀行株式会社
＜お問い合わせ先＞
〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL.0120-782-031（フリーダイヤル）
＜お取扱店＞
三井住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店
※  未払配当金の支払い請求、支払明細等の発行に関するお手続きは 

当社株主名簿管理人（みずほ信託銀行株式会社）が承ります。

株主メモ

この報告書は、森林管理協議会（Forest Stewardship Council）が
認証する適切に管理された森林からの原料を含むFSC認証紙を
使用しており、ベジタブルインクによって水なし印刷しています。

本　社 
〒100-6425 東京都千代田区丸の内2-7-3 東京ビルディング 
財務・IRチーム　TEL：03-5208-5503（IR直通）

（注）持株比率は発行済株式総数に対する所有株式数の割合です。


